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No ご　　意　　見

1
・いただいた資料は、目標や、実施したこと、のみで、評価の記載がないので今後残された課題が見え
ず、今後が不透明です。

2

・未就学児の部分は、子ども子育て会議の中で継続できるとしても、学童期・思春期の保健・教育→教
育委員会　子どもの健康・食育・栄養・→健康増進課　家庭教育→教育委員会　発達に関すること→障
害福祉課　子ども会・青少年健全育成→児童青少年課　交通・防犯等→防災防犯課　等、縦割りの中で
は、課題の共有が難しいのではないかと思います。

3

・残された一年で、課題を整理し、せめて、健康こども部の中で、残った課題に対して、継続した会議
があったらいいと思います。
諮問機関ではなく、保育をつけ、当事者も含め、専門家も入った話し合いができたら良いと思います。
課題も多種多様な時代、一つの課だけでは困難だと思うからです。

4

・子ども子育て会議では、家庭保育している人への支援がもっと目に見えてくるといいと思います。
まだ、リフレッシュ枠で利用できる一時保育の枠が月に３日までなので、週に１回使えるくらいにまで
広がったり、ファミリーサポートセンターの利用料が２人目が半額になったり、一人親には補助が出る
など、もう少し利用しやすくなるといいと思います。

5

・健康佐倉２１の妊娠、出産、育児調査結果の中にも、佐倉の親と子がすこやかに生活できるようにす
るために必要なこと：の中には
乳幼児医療の助成64.9％
公園・児童館の遊び場の確保59.4％
乳幼児健診の休日開催33.9％
産後ヘルパー派遣事業24.3％
妊娠届時からの相談体制23.9％
不妊・不育に関する専門相談体制23.5％
アレルギーに関する専門相談体制23.1％
障がい児の療育相談体制19.5％
となっています。保育園の拡充、働く親への支援、だけでなく、多様な子育て支援が望まれていると思
います。

6

・妊娠した時から子育て支援の始まり、という部分ではやはり、妊娠届の時点から専門職との関わり欠
かせないと思います。
（現在３割程度）せっかく実施しているマタニティクラスへの参加、保育園での体験活動、など、子育
て支援につながっていないと思います。
　利便性ではなく、１２週以降に妊娠届に至る１割の部分も含め、妊娠時から、母子手帳交付の交付時
から子育て支援につながったら良いとおもいます。

7

・佐倉市とオランダとの交流事業は良いと思いますが、異文化への興味や理解には、小学生というより
は、中学生以上の生徒、大学生等を対象にしても良いともいます。
　オランダは、世界一１０代の妊娠中絶が少ない、若年出生率が低い、同性婚がいち早く認められた
国、など、学ぶところも多いと思います。
　また、こうした事業を通して、学んだことを若者の立場から市民に発信してもらえたらいいと思いま
す。
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 子育て支援推進委員会のご準備および子育て支援策の推進にご尽力いただき、ありがとうござ

います。 

今年度は、懸案の保育園民営化および児童センター・学童保育所の指定管理者導入にめどをつ

けたほか、病後児保育の開始など、着実に事業の推進をされていることに敬意を表します。 

 

 平成 25 年度第 1 回佐倉市子育て支援推進委員会の開催に当たり、公募委員 2 名の連名で、意

見･要望書を送ります。多忙の中、直前の提出となりましたことをお詫びいたします。 

 なお、これは、7月 31 日の会議において直ちに回答を求めるものではありません。今後に向け

て、ご検討、ご配慮をいただければ幸いです。 

 

 

意見･要望 

 

１． 「次世代育成支援行動計画•後期計画進捗状況」について 

ア） 全体評価について 

毎年同じ書式の資料ではありますが、目標や実行したことの羅列にすぎず、その評価

があいまいです。そのため、今後の課題も不透明です。｢成果･効果等｣「問題点」欄があ

りますが、一面の事実に過ぎません。 

計画期間中の推移と目標事業量およびニーズ･対象世帯(人数)との対比および目標到

達可能性、予･決算額と費用対効果に関する考察等、図表(グラフ等)も活用して、視覚的

にもわかる数値を明示してください。 

計画に盛り込まれ事業化している事業や文書はかなりのものがホームページ上に公開

されており、評価できますが、非公開あるいは公開されていないものが明示されている

と、役立ちます。 

イ） 個別意見 

・  敬愛保育園の開園により、認可保育園の定員は、資料からは 1735 名となり、目標

事業量に対して残り65名です。現状における地域ごとの待機児童数と定員のとの差、

および具体策を明示してください。 

・  病後児保育について、登録者･利用者の声(意見)および登録者の統計的な数値(年

齢･保育を必要とする理由など)を把握していますか。 

・  保育士・学童保育所インストラクター研修（園内研修を含む）の報告書の公開は可

能ですか？ 保育士、看護師等福祉に関わる専門職の教育体系、個人ごとの入職から

の教育記録等は存在し、活かされていますか？ 補佐員の教育は行われていますか？ 

大切なのは保育士同士の学びあいや実践ですが、研修会の映像保存など、メディアも

利用した、実質的な資質向上につながるくふうが求められています。（ただし、勤務

時間増など保育士の過度な負担につながらない配慮と両立する必要があります。）  

・ 地域子育て支援拠点事業は、地域支援･利用者支援機能が新制度で加わると、現状の

保育園保育士等では、専門性が不足するのではないかと思われます。もちろん市庁舎･

児童センター、その他多面的な体制が必要であり、民間保育園、指定管理となる児童
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センターを含めた連携をどのように図っていくかを明示してください。 

・ 計画には含まれませんが、保育園長・副園長の役割・資質が強く求められています。

多様な子育て支援を理解し、地域や他の資源･施設とのかかわり(特に民間事業者･指

定管理者が広がる状況の下)との関係は、保育士のマネジメント、保護者や子どもた

ちの声やニーズを把握して子育て支援策の向上につなげる役割など、養成・研修･教

育計画が必要です。 

・ 民営化する保育園や指定管理制度に移行する児童センター・学童保育所において実施

するとされている第三者評価について、公立・私立の保育園、幼稚園、その他各施設

の第三者評価実施計画(予定)はどのようになっていますか？ 予算処置は準備され

ていますか。 

・ 保育園における｢クッキング保育｣の内容向上のために行っていることは何ですか？ 

・ 認可外保育施設への補助は、前年同様２園となっていますが、市内５園をローテーシ

ョンで補助しているのですか？ 目的および施設名や補助額･内訳は公開できます

か？ また、今後の具体的な支援策は、認可外保育施設利用者助成金を含めどのよう

に考えていますか？ 

・ 育児サークルのどのように把握し、具体的にどのように支援しているのか現状を教え

てください。 

・ 「ホームページを活用し…」という記述が多くあります。それ自体は当然のことです

が、他の媒体も含めその効果をどのように測定していますか？ 子育て支援は、その

ような媒体にアクセスできない（しない）方々を見逃すことができないと思います。

媒体は十二分に活用することを前提としつつ、人と人とのつながりを大切にした継続

的な取り組みによってケアと情報提供をさらに深めてください。その上で、メール配

信サービスや、予防接種において実施された電話による勧奨など、直接対象者に情報

提供する手段が有効になると思います。 

・ 妊娠した時から(あるいは婚姻から)子育て支援が始まると考えると、１２週以降に妊

娠届に至る１割の部分も含め、すべての妊産婦（および家族）に対する、妊娠時から

の専門職との個別的直接的な関わり(ケア)の充実が欠かせません。健康管理センタ

ー・保健センターのほか、保育園などの子育て支援センター機能を強化して、母子手

帳の交付も子育て支援センターで行うことができれば、前記の個別的なケアの出発点

として、より妊産婦（および家族）の安心につながるものと考えます。また、市民の

利便性を考慮して、市民課や出張所等でも妊娠届を受け付けていますが、せめて、子

育て支援課や健康増進課の職員が対応できるようにしてほしいと思います。 

・ 前記の個別的直接的な関わり(ケア)の充実は妊産婦･乳児期に限らず、幼児期さらに

就学後においても重要です。特に、保育所･幼稚園に預けていない家庭保育の保護者･

子どもへの支援は、紙の媒体やホームページで見るのを期待するだけでは、支援には

なりません。 

・ ファミリーサポートセンターの提供会員や、家庭保育員、学童保育所指導員に対する

研修や情報提供、相談機能も大切ですが、個人で孤立して悩みを抱えたりしないよう

に、（専門職）集団として組織され、その体験やケースについて定期的に話し合いが
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され、市と対等な立場で、連携・運営されなければ、継続的な事業の成立はないと考

えます。現状はいかがでしょうか？ 

・ 合わせて、ファミリーサポートセンターの依頼会員についても、プライバシーに配慮

しながら、依頼会員どうしのつながり作りをサポートすることが、保護者の安心につ

ながるのではないでしょうか。また依頼会員の声はどのように活かしていますか？ 

・ ファミリーサポートセンターの利用料金は、特に所得が少ない家庭には負担感が高く、

利用が躊躇されるのではないかと思います。例えば八千代市は、育児支援月曜日～金

曜日の午前 9 時～午後 5時 1 時間 500 円 依頼会員が複数の子ども（兄弟姉妹に限

る）を預ける場合、2 人目からは半額です。特に、2 人め以降の子どもや一人親の場

合の利用料の軽減など、柔軟な料金設定はできないでしょうか？ 

・ 保育園の一時預かりのリフレッシュ枠の拡大（週に１回など）を検討してください。

リフレッシュ枠で一時保育を利用したいという時期は限られると思います。育児の大

変な時期にこの制度が有効に活用できるようにしてください。一時預かり・特定保育

の実利用者数はどの程度ですか？ また、利用希望との差および運営上の問題点をど

のように捉えていますか？  

・ ファミリーサポートセンターや保育園の一時預かり・特定保育における障害児の受け

入れの状況または市の施策はどのようになっていますか？ また、保護者が障害者で

ある場合に、保育園・幼稚園・ファミリーサポートセンター等では、個人に合わせた

十分な情報提供や配慮がされていますか？ 例えば聴覚障害者に対する手話通訳・要

約筆記者の派遣等は活用されていますか？ 

・ 特別支援教育支援員について、採用、学校･学級担任･関係機関との連携はどのように

行っていますか？ 特別支援教育支援員どうしの交流はありますか？ 今年度に目

標事業量 40 名は達成の予定ですが、実際のニーズとの差異はありますか？ 

・ 佐倉市とオランダとの交流事業は良いと思いますが、異文化への興味や理解には、小

学生というよりは、中･高･大学生等を対象にした研修事業として、異文化から学んだ

ことを若者の立場から広く市民に発信する実のある事業に転換してはいかがでしょ

うか。 

 

２． 子育て支援推進委員会（地方版子ども・子育て会議）のあり方について 

私たちは、公募委員として、市民、親、また子どもの立場に立って、審議に参加してお

りますが、より詳しい事情を知る専門家や行政の立場に立った委員の方々と、2時間程度の

形式的な会議では、実質的な話し合い、意見交換ができません。 

そのため、市の提案に対して意見の相違があった場合、時間内での決定を前提に多数決

をとる限り、納得できなければ、反対の意思を表明せざるを得ません。 

また、「次世代育成支援行動計画」や「新制度」においても、子育て支援の範囲は広く、

縦割り行政の下では、課題の共有が難しく、 現在の多様化、複雑化した問題の解決は難し

いということを感じております。 

 

そこで、子育て支援推進委員会が、市長の諮問委員会であるという前提に立ちながらも、 
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A）委員の総意として、子育て支援についての思いを共有し、事実に基づいて、建設的に、

話し合い、合意を形成するため、 

B）保育･幼児教育等の識者、行政関係者だけでなく、子育て当事者の幅広い参画とその意見･

ニーズを聴き反映することにより、地方版子ども・子育て会議の目的である、“自治体に

おける子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及

び当該施策の実施状況について、継続的に調査・審議”するための時間を十分に確保す

るため、 

C）市長の諮問に関わらず、市民の関心事や委員会独自の視点から、話し合いを可能とする

ため、 

D）専門家でない者も、十分に理解できる情報を得るために、 

E）子どもの幸福のために、行政と市民とが、対等に、ともに、取り組むという考えに立っ

て、 

以下の提案をいたします。 

a) 原則として、定期的、継続的に会議を開催する。 

b) 求めに応じて(基本的には年間計画に基づいて)、子育て支援課(健康こども部)だけでな

く、子育て支援に関係する担当課が出席する会議を開催できるものとする。 

c) または、行動計画の各項目や事業･施策等ごとのよる部会を設けることができること。 

d) 子育て当事者団体の代表や利用者、障害者(児)団体から委員に選任されること、また委

員会として直接当事者･利用者の意見を聞く機会を設けることができること。その際、出

席者のための保育を保障すること。 

e) 委員から、各担当課に対して、常に資料･情報提供を求めることができること。 

f) 行政から会議召集に対して行われる資料提供は、電子データも可能とすること。(セキュ

リティーおよび守秘義務の問題のクリアを前提に) 

g) 必要に応じて、専門的な課題について、当事者･利用者･公募委員のみによるレクチャー

を受けることができること。 

 

３． その他 

・ 今回の議題の一つであります、｢新制度｣について、資料がまったくないというのは解せま

せん。また何を話しあうのか、もう少し詳しい案内を提示していただきたいと思います。

内閣府等の少子化対策のサイトなどを調べておりますが、私たち市民は、関係者の皆様と

比べようもなく困難と思われます。当日にすべてを理解することが難いのは、上記のとお

りです。ご配慮をお願いいたします。  

・ 昨年の会議で、学童保育所の保育料の改定についての諮問がありました。議論するのは何

の問題もありませんが、学童保育所の民間経営者や参入の可能性がある団体の所属員は、

利害関係者に当たり、採決に加わることはできないのではないかと考えますが、いかがで

しょうか？ 利用者も利害関係者ですか？ もちろん、利害を超えて審議に当たっている

ということは疑っておりません。 あるいは、全員の合意を全前提に、採決を前提として

いないと考えるべきでしょうか？ 

・ 行政の慣例で、本質ではないかもしれませんが、会議において「○○委員」とよぶことに
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は、違和感があります。委員以外を招いたときには、誤解を避けるためということもいえ

ますが、通常の会議においては、「○○さん」ではいけませんか？ 

 

 

理解、認識の不足から、的外れな内容もあるかと存じますが、どうぞお許しください。 

 

以上 






























